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第278条 (1975年７月11日の法律第617号) ①夫婦は, (2004年５月26日
の法律第439号)《相互の同意による離婚》の場合には, 裁判官の認可に服
する約定において, 補償給付の額及び態様を定める｡ (2000年６月30日の
法律第596号)《夫婦は, 一定の出来事の実現から給付の支払いが中止する
ことを規定することができる｡ 給付は, 限定された期間の間にのみ帰属さ
れる定期金の形式をとることができる｡》
②ただし, 裁判官は, 約定が夫婦の権利及び義務を不公平に定める場合に
は, その約定を認可することを拒否する｡
Art. 278 (L. n75617 du 11 juill. 1975) En cas de (L. n2004439 du 26
mai 2004)divorce par consentement mutuel, lesfixent le montant et
les 	
de la prestation compensatoire dans la convention qu’ils
soumettent l’homologation du juge. (L. n2000596 du 30 juin 2000) Ils
peuvent que le versement de la prestation cessera compter de la
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本条は，「相互の同意による離婚」の場合の補償給付について規定する。こ
の場合には，裁判官の認可に従うものの（｢夫婦の権利及び義務を不公平に定
める場合には」認可されない)，夫婦が自由にその額および態様を定めること
ができる。定期金の形式をとる場合でも，必ずしも終身定期金でなければなら
ないわけではない。一定の出来事，たとえば債権者の再婚，債務者の退職・死
亡などによって給付が消滅することを定めることもできる。2004年法によって
削除された旧275条の,「給付の債権者である夫婦（の一方）に所定の期限まで
収入を支払う任に当たる第三者の手への，収入を生ずる有価証券の寄託」(⇒
274条の注釈参照）という形式も可能である。
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	d’un 
			La prestation peut prendre la forme
d’une rente pour une 
Le juge, toutefois, refuse d’homologuer la convention si elle fixe	
	les droits et obligations des 
第279条 (1975年７月11日の法律第617号) ①認可された約定は, 裁判所
の裁判と同一の執行力を有する｡
②約定は, 同様に認可に服する夫婦間の新たな約定によってでなければ,
変更されえない｡
③ただし, 夫婦は, (2000年６月30日の法律第596号, 2004年５月26日の法
律第439号)《当事者の一方又は他方の収入又は必要における重要な》変化
の場合には, 夫婦の各々が裁判官に補償給付を改定することを請求しうる
ことを約定において規定する権能を有する｡ (2004年５月26日の法律第439
号)《第276条の３, 第276条の４, 並びに第275条第２項及び第３項に規定
される規定は, 補償給付が元本又は一時的若しくは終身的定期金の形式を
とるかに従って, 同様に適用される｡
④《約定の特別な規定を別にして, 第280条乃至第280条の２の規定は適用
される｡》
Art. 279 (L. n75617 du 11 juill. 1975) La convention a la
116(175) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
本条は,「相互の同意による離婚」の場合における裁判官によって認可され
た約定の執行力（force 	)，改定などについて規定する。
第268条は離婚訴訟中に夫婦が離婚の効果についての約定を締結できること
を規定するが，本条は，その規定に従って夫婦が補償給付に関する約定を締結
した場合に，前条および前々条が適用されることを規定する。
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force 	qu’une de justice.
Elle ne peut	
que par une nouvelle convention entre les

soumise homologation.
Les ont 
la de 		dans leur convention que
chacun pourra, en cas de changement (L. 2000596 du 30 juin 2000)
important dans les ressources(L. 2004439 du 26 mai 2004) ou les
besoins de l’une ou l’autre des parties, demander au juge de reviser la
prestation compensatoire. (L.2004439 du 26 mai 2004)Les dispositions
	aux
et	
de l’article 275 ainsi qu’aux articles
2763 et 2764 sont 
applicables, selon que la prestation compen-
satoire prend la forme d’un capital ou d’une rente temporaire ou 	
Sauf disposition		de la convention, les articles 2802802 sont
applicables.
第279条の１ (2004年５月26日の法律第439号）第268条の適用において，
夫婦が補償給付に関する約定を裁判官の認可に服せしめたときには，第
278条及び第279条の規定が適用される。
Art. 2791 (L. 2004439 du 26 mai 2004) Lorsqu’en application de
l’article 268, les soumettent l’homologation du juge une convention
relative la prestation compensatoire, les dispositions des articles 278 et 279
sont applicables.
法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 117(174)
本条は，補償給付の債務者が死亡した場合について規定する。債務者が死亡
した場合に，その債務は通常の債務と同じように，債務者の相続人に承継され
ることになる。したがって，債務者が再婚していた場合には，生存配偶者（再
婚から生まれた子も）が死亡配偶者の負っていた定期金の支払いを負うことに
なる。そこで，2004年法は債務者の相続人の負担が過度にならないように若干
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第280条 （2004年５月26日の法律第439号）①債務者たる夫婦（の一方）
が死亡した場合には，補償給付の支払いは，その形式がいかなるものでも，
相続財産から先取りされる。その支払いは，個人的には責任を負わないす
べての相続人によって，積極相続財産の範囲内で負担される。それで不十
分な場合には，すべての特定名義受遺者によって，その取得分に応じて，
第927条の適用の留保のもとに（負担される)。
②補償給付が第275条の条件において支払うべき元本の形式のもとに定め
られたときには，スライド化されるこの元本の残額は, 直ちに請求しうる
ものとなる。
③補償給付が定期金の形式のもとに定められたときには，直ちに請求しう
る元本に切り替えられる。この切り替えは，コンセーユ・デタのデクレに
よって定められた態様に従って行われる。
Art. 280 (L. n2004439 du 26 mai 2004) A la mort de 	

le paiement de la prestation compensatoire, quelle que soit sa forme, est
sur la succession. Le paiement estpar tous les, qui
n’y sont pas tenus personnellement, dans la limite de l’actif successoral et, en
cas d’insuffisance, par tous les particuliers, proportionnellement 
leur sous de l’application de l’article 927.
Lorsque la prestation compensatoire asous forme d’un capital pay-
able dans les conditions de l’article 275, le solde de ce capital 	devient
	exigible.
Lorsqu’elle a sous forme de rente, il lui est 
un capital
	exigible. La substitution s’effectue selon des 	
par 	en Conseil d’Etat.
118(173) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
の手直しを行った。本条１項は，その手直しの１つである。この規定によれ
ば，相続人は補償給付の債務を積極相続財産（actif successoral）を超えて自ら
の固有財産で負担する必要はない。それで不十分な場合には，特定名義受遺者
(	particuliers）によって負担される。なお，この規定は,「相互の同
意による離婚」の場合にも原則として適用される（⇒279条４項)。
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第280条の１ (2004年５月26日の法律第439号）①第280条の例外として，
相続人はこの給付の支払いを個人的に負担して，債務者たる夫婦（の一方）
に課せられる補償給付の決済の形式及び態様を維持することを全員で決め
ることができる。(この場合には）その合意は，公正証書によって確認さ
れ，それがなければ無効となる。その合意は，債権者たる夫婦（の一方）
がその証書に参加していないときには，その者への通知（の日）から第三
者に対抗しうる。
②補償給付の決済の態様が維持されたときには，第275条第２項並びに第
276条の３及び第276条の４に規定される訴えは，補償給付が元本又は一時
的若しくは終身的定期金の形式をとるかに従って，債務者の相続人に開か
れる。債務者の相続人は，同様に，補償給付が第275条第１項に規定され
る形式をとるときには，スライド化される元本の残額を何時でも弁済する
ことができる。
Art. 2801 (L. n
2004439 du 26 mai 2004) Par l’article
280, les 	peuvent ensemble de maintenir les formes et 
	de de la prestation compensatoire qui incombaient 
, en s’obligeant personnellement au paiement de cette prestation. A
peine de l’accord est 	par un acte Il est opposable aux
tiers compter de sa notification lorsque celui-ci n’est pas
intervenu l’acte.
Lorsque les 	de de la prestation compensatoire ont 
maintenues, les actions 	au de l’article 275 et aux ar-
ticles 2763 et 2764, selon que la prestation compensatoire prend la forme
法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 119(172)
本条１項は，補償給付の債務者が死亡した場合についての前条の新たな原則
にもかかわらず，相続人がその債務を個人的に負担して，債務者に課せられる
補償給付の決済の形式および態様を維持することもできることを規定する。もっ
とも，そのためには相続人全員の同意が必要である。なお，この規定は,「相
互の同意による離婚」の場合にも原則として適用される（⇒279条４項)。
本条は，転換年金（pensions de 
＊
) が補償給付の債権者に支払われ
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d’un capital ou d’une rente temporaire ou	
, sont ouvertes aux 
du Ceux-ci peuvent 
	se tout moment du solde du
capital lorsque la prestation compensatoire prend la forme au
premier 		de l’article 275.
第280条の２ (2000年６月30日の法律第596号，2004年５月26日の法律第
439号）死亡した配偶者からの権利移転により場合によっては支払われる
転換年金は，補償給付が死亡の日に定期金の形式をとるときは，補償給付
の額から当然に控除される。相続人が第280条の１に規定される権能を用
いる場合には，裁判官の反対の決定がある場合は別として，同額の控除が，
債権者が転換年金の権利を失い又はその権利の変化を受けた場合でも，継
続して行われる。
Art. 2802 (L. n2000596 du 30 juin 2000; L. 2004439 du 26 mai
2004) Les pensions de du chef du conjoint
sontde plein droit du montant de la prestation compensatoire,
lorsque celle-ci, au jour du, prenait la forme d’une rente. Si les
usent de la 	l’article 2801 et sauf contraire du juge,
une du montant continue si le 	perd
son droit ou subit une variation de son droit pension de .
120(171) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
＊ ｢転換年金」とは，｢年金権利者の公務員の死亡後に, その妻や残された孤児など一定の
法的関係にある者に権利移転によって支給されるもの｣ (山口俊夫編 『フランス法辞典』)
である。
る場合には，転換年金の額が定期金の形式をとる補償給付の額から当然に控除
されることを規定する。したがって例えば，終身的定期金の形式で月額915
の補償給付を受けていた女性の元の夫が死亡し，その女性が610の転換年金
を得ることになった場合には，元の夫の相続人は305の補償給付を負担する
ことになる。債務者の相続人が前条に従って従来の定期金の形式を維持する場
合に，債権者が再婚などによって転換年金の権利を失ったときにも，(裁判官
が反対の決定をした場合は別として）控除が継続する。なお，この規定は，
｢相互の同意による離婚」の場合にも原則として適用される（⇒279条４項)。
§４ 住居 (Du logement)
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第281条 (1975年７月11日の法律第617号，2004年５月26日の法律第439
号）この「§3 補償給付」に規定される移転及び委付は，(2004年５月26
日の法律第439号)《その支払いの態様がいかなるものでも》，夫婦財産制
に関するものとみなされる。それらは，贈与とは同視されない。
Art. 281 (L. n75617 du 11 juill. 1975; L. 2004439 du 26 mai 2004)
Les transferts et abandonsau	
paragraphe sont (L.2004439
du 26 mai 2004) , quelles que soient leurs de versement,

comme participant du 	matrimonial. Ils ne sont pas 
des donations.
第282条乃至第285条 2004年５月26日の法律第439号により削除
第285条の１ (2004年５月26日の法律第439号) ①家族の住居に用いられ
ている建物が夫婦の一方に固有財産として又は個人的に属する場合に, 裁
判官は, 単独で又は共同で一人又は数人の子の親権を行使する配偶者に,
子がその住居に常に住みかつ子の利益がそれを命じるときには, 賃貸借を
法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 121(170)
本条は, 離婚後の建物賃貸借の設定について規定する｡ 本条による建物賃貸
借の設定を請求するためには, 次のような要件が必要である｡ 第１に, 問題の
建物が家族の住居に用いられていたことである｡ 建物賃貸借の設定を請求する
夫婦の一方が継続して居住していたことは必要ではない (たとえば, 妻が夫の
暴力から逃れるために夫婦の住居を出ていた場合もこの要件を満たす)｡ 第２
に, その建物が夫婦の一方に固有財産としてまたは個人的に属する場合でなけ
ればならない (共通財産の場合については832条, 夫婦によって共同で賃借さ
れている場合については1751条参照)｡ さらに第３に, 建物賃貸借の設定を請
求する夫婦の一方が親権を行使し, 一人または数人の子とその住居に常に住む
こと (かつ子の利益がそれを命じること) である｡
1975年法のもとでは, ｢一人又は数人の子の監護が他方配偶者に委ねられて
いるとき｣ のほか, ｢離婚が共同生活の破綻によって, 所有者である夫婦 (の
一方) の請求に基づいて言い渡されたとき｣ にも賃貸借を設定することが可能
とされていたが, 2004年改正法は後者を廃止した｡ 2004年法によって, ｢破綻
離婚｣ に代えて導入された, ｢夫婦関係の決定的変質による離婚｣ が他の離婚
の形態と同一の効果を生じるとされることになったためである｡
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設定することができる｡
②裁判官は, 賃貸借の期間を定め, かつ, 子のうちの最年少者が成年に達
するまでそれを更新することができる｡
③裁判官は, 新たな状況がそれを正当とする場合には, 賃貸借を解除する
ことができる｡
Art. 2851 (L. n2004439 du 26 mai 2004) Si le local servant de
logement la famille appartient en propre ou personnellement l’un des
, le juge peut le 	
bail au conjoint qui exerce seul ou en
communparentale sur un ou plusieurs de leurs enfants lorsque ceux-
ci 
	habituellement dans ce logement et que leur 	le commande.
Le juge fixe la
du bail et peut le renouvelerladu plus
jeune des enfants.
Le juge peut le bail si des circonstances nouvelles le justifient.
122(169) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
本条３項は, 新たな状況がそれを正当とする場合には (たとえば, 子の監護
状況が変化したり, 賃貸借の設定を受けた夫婦の一方が再婚したとき), 裁判
官が賃貸借を解除することができることを規定する｡
第３款 子についての離婚の諸結果 (Des du divorce pour les
enfants)
1975年法では, 本条から第295条に, 子についての離婚の諸結果に関する規
定が置かれていた｡ しかし, 親権に関する2002年３月４日の法律が, これらの
規定を第９章 ｢親権｣ に移動させた (⇒371条以下参照)｡
第４節 別居 (De la 	

de corps)
[一] ｢別居｣ (	

de corps) は, 婚姻関係を維持しながら同居義務
(devoir de cohabitation) のみを免除する制度である｡ 離婚が婚姻関係を完全に
崩壊するのに対して, 別居はそれを弛緩せしめるに過ぎない｡ 離婚が禁止され
た古法時代に離婚に代わるものとして認められた別居制度は, 革命期に離婚制
度が導入されるに至り, 廃止されることになった (1792年９月20日の法律)｡
しかしながら, 1804年のナポレオン法典は離婚制度を認めながら, 革命法の廃
止した別居制度を復活させた｡ その後, 1816年５月８日の法律が離婚を禁止し
たが, 別居制度は維持された｡ 1884年７月27日の法律によって離婚が復活し,
ナポレオン法典と同様に離婚制度と別居制度が並存することになった｡
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第286条 (2002年３月４日の法律第305号) 子についての離婚の諸結果は,
本編第九章第一節の条項に従って定められる｡
Art. 286 (L. n2002305 du 4 mars 2002) Les du divorce
pour les enfants sont selon les dispositions du chapitre Ier du titre IX
du 	livre.
第287条乃至第295条 2002年３月４日の法律第305号により削除
法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 123(168)
現在においても別居制度を離婚制度と並存させる必要があるのかについての
疑問もなくはないが, 多くのフランス人が宗教的信念からこの制度の継続を望
んでいるといわれ, 1975年７月11日の法律, さらには2004年５月26日の法律に
よる手直しを受けながらも廃止されてはいない｡ しかし, 現実には別居の請求
は減少している (1970年に離婚請求の10％強であったのが, 今日では約３％に
過ぎない)｡
[二] 本節 ｢別居｣ は, 第１款 ｢別居の事由及び手続｣, 第２款 ｢別居の諸
結果｣, 第３款 ｢別居の終了｣ から構成される｡
別居には, 離婚と同様, 裁判官の関与が必要である｡ その事由・要件, 手続
については, 離婚の規定が借用されている (事由・要件は離婚と同じである⇒
296条, 別居の手続には離婚の手続が準用される⇒298条)｡
別居の効果は, 離婚とは異なり婚姻そのものは解消させずに, 同居義務のみ
を消滅させることである (⇒299条)｡ 財産的効果についても, 別居は当然に財
産の分離をもたらすが (⇒302条), その他の婚姻による効果は維持される (救
護義務⇒303条, 婚姻費用の分担義務, 相続権⇒301条)｡
離婚が夫婦関係の確定的解消をもたらすのに対して, 別居は暫定的性質をも
つ｡ 別居の行く末としては, 夫婦の一方の死亡という事実によって消滅するこ
とのほか, 夫婦の生存中に和睦 (	) (⇒305条) または離婚への転
換 (conversion en divorce) (⇒306条以下) によって消滅することが考えられ
る｡
[三] ｢事実上の別居｣ (
	de fait) は, 法律上の制度ではなく, 離
婚判決も別居判決もなく共同生活を止めている夫婦の事実上の状態である｡ 事
実上の別居は従来いかなる法的効果をももたらさないとされていたが, 最近で
は次のような種々の効果が認められるに至っている｡ ①それが２年継続するこ
とが離婚事由となること (⇒238条), ②離婚が言い渡された場合に, 夫婦間に
おける財産上の効果は事実上の別居の日に遡りうること (⇒262条の１)，③事
実上の別居が配偶者から死亡一時金 (	
) の受給権を奪うこと (社
会保障法典 L.361－４), ④孤立家族手当 (allocation de parent 
) のような
一定の家族手当が給付されることなど｡ なお, 古くから議論されてきたのは,
夫婦が約定によって別居から生じる効果 (たとえば, 扶養料や子の監護につい
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124(167) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
て) を決定することができるかであった｡ 伝統的に, このような約定は無効と
されてきた｡ しかし近年, 法律が裁判官による認可のもとにこのような約定に
効果を与える場合がみられるにようになっている (⇒373条の２の７)｡
第１款 別居の事由及び手続 (Des cas et de la de la 	

de
corps)
本条は, 別居が夫婦の一方の請求に基づいて, 離婚と同一の事由によって,
かつ同一の要件で言い渡されうることを規定する｡ 別居は判決によって言い渡
されるのであり, 判決に基づかない, ｢事実上の別居｣ (	

de fait) (⇒
本節の解説 [三] 参照) とは異なる｡ 本条は ｢夫婦の一方の請求に基づいて｣
と規定するが, 第230条および第232条に規定される条件で ｢相互の同意による
別居｣ が認められることは明らかである (307条は ｢離婚への変換｣ に関して
それに言及する)｡
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第296条 別居は, 夫婦の一方の請求に基づいて, 離婚と同一の事由にお
いて, かつ同一の要件で言い渡されうる｡
Art. 296 La 	

de corps peut la demande de l’un
des dans les 	cas et aux 	conditions que le divorce.
第297条 ①離婚請求がその者に対して提出される夫婦 (の一方) は, 別
居の反訴請求を提起することができる｡ (2004年５月26日の法律第439号)
《ただし, 離婚の本訴請求が夫婦関係の決定的変質に基づくときには, 反
訴請求は離婚しか目的とすることができない｡》別居請求がその者に対し
て提出される夫婦 (の一方) は, 離婚の反訴請求を提起することができる｡
②2004年５月26日の法律第439号により削除
Art. 297 contre lequel est	une demande en divorce peut
former une demande reconventionnelle en 	

de corps. (L. 2004
439 du 26 mai 2004)Toutefois, lorsque la demande principale en divorce est
法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 125(166)
本条は, 離婚請求の被告は別居の反訴請求を提起できることを規定する｡ もっ
とも, 離婚が ｢夫婦関係の決定的変質｣ (⇒237条, 238条) に基づくときは,
別居の反訴請求は禁止される｡ また逆に, 別居請求に対して離婚の反訴請求を
提起することも可能である｡ この場合には, 本訴の別居請求が夫婦関係の決定
的変質に基づくものであれ, 有責事由 (faute) に基づくものであれ, 離婚の
反訴請求は可能である｡
前条に規定されるように, 夫婦の一方によって離婚請求が提起されるととも
に, 他方によって別居請求が提起されることがある｡ 本条１項は, その場合に
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sur 	
	

du lien conjugal, la demande reconvention-
nelle ne peut tendre qu’au divorce.contre lequel est 
une
demande en 		
de corps peut former une demande reconventionnelle
en divorce.
第297条の１ (2004年５月26日の法律第439号) ①離婚請求と別居請求が
競合して提出されるときには, 裁判官は, 離婚請求を最初に審理する｡ 裁
判官は, その要件が満たされる限りは, 離婚を言い渡す｡ そうでない場合
には, 裁判官は, 別居請求について裁判する｡
②ただし, これらの請求が有責事由に基づいているときには, 裁判官は,
同時にそれらを審理し, それらを認容する場合には, 両配偶者に対して双
方的過誤による離婚を言い渡す｡
Art. 2971 (L.2004439 du 26 mai 2004) Lorsqu’une demande en di-
vorce et une demande en 		
de corps sont concurremment 

, le juge examine en premier lien la demande en divorce. Il prononce celui-
ci lors que les conditions en sont . A 	
, il statue sur la
demande en 		
de corps.
Toutefois, lorsque ces demandes sontsur la faute, le juge, les exam-
ine 
	
et, s’il les accueille, prononce 	des deux conjoints
le divorce aux torts 	
	.
126(165) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
は離婚請求が最初に審理されることを規定する｡ 1975年法にすでにみられた,
離婚優先の原則である｡ 本条２項は, 離婚請求と別居請求が有責事由 (faute)
に基づいているときには裁判官は同時にそれらを審理することを規定する｡ 裁
判官が離婚請求と別居請求の双方を認容する場合には, 双方的過誤による離婚
を言い渡す｡
本条は, 離婚の手続に関する規定が別居の手続について準用されることを規
定する｡
第２款 別居の諸結果 (Des de la 	

de corps)
本条は, 別居が離婚と異なり婚姻関係を終了させず, 単に同居義務を終了さ
せるに過ぎないことを規定する｡ 婚姻によって発生した同居義務が消滅する
ことが, 別居の本質的効果である｡ 共同生活を前提とした扶助の義務 (devoir
d’assistance) (⇒212条) も消滅する｡ しかし, 婚姻関係は別居によっても終
了せず継続しているから, 夫婦のそれぞれは再婚することはできない｡ 別居し
た夫婦のそれぞれは民事連帯協約＝PACS (pacte civil de 
) を締結す
ることもできない (⇒515条の 2・2 号)｡ 貞操の義務 (devoir de ) (⇒
212条) も継続する (通説)｡
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第298条 更に, 先の第２節 (2004年５月26日の法律第439号)《並びに
第228条》に含まれる規定が, 別居の手続に適用される｡
Art. 298 En outre, les contenues (L. 2004439 du 26 mai 2004)
l’article 228 ainsi qu’au chapitre II ci-dessus sont applicables la
	de la 	

de corps.
第299条 別居は, 婚姻を解消させず, 同居義務を終了させる｡
Art. 299 La 	

de corps ne dissout pas le mariage mais elle met fin
au devoir de cohabitation.
法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 127(164)
本条は, 別居の場合における氏の使用について規定する｡ 別居によっても,
婚姻関係は継続する (⇒299条) のであり, 夫婦の各々は原則として他方の氏
を使用することができる｡ しかし, 別居判決 (またはその後の判決) によって,
裁判官はその使用を禁止することができる｡
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第300条 (2004年５月26日の法律第439号) 別居した夫婦の各々は, 他方
の氏の使用を保持する｡ ただし, 別居判決又はその後の判決は, 夫婦の各々
の利益を考慮して, それらの者にそれを禁止することができる｡
Art. 300 (L. n2004439 du 26 mai 2004) Chacun des 	con-
serve l’usage du nom de l’autre. Toutefois, le jugement de	
de corps
ou un jugement 
		peut, compte tenu des 
	
respectifs des
le leur interdire.
第301条 別居した夫婦の一方が死亡した場合には, 他方は, 法律が生存
配偶者に付与する権利を保持する｡ (2004年５月26日の法律第439号により
削除)《ただし, 別居が第265条で行われる区別に従ってその者に対して言い渡される場
合には, その者は, その権利を剥奪される｡》(2004年５月26日の法律第439号)相
互の同意によって》, 別居が言い渡されたときには, 夫婦は, (2001年12月
３日の法律第1135号)《第756条から第757条の３及び第764条から第766条》
によってそれらの者に付与される相続上の権利の放棄をその約定に含める
ことができる｡
Art. 301 En cas dede l’un des	de corps, l’autre
conserve les droits que la loi accorde au conjoint survivant. (par L. 
2004439 du 26 mai 2004) Il en est toutefois si la  de corps est
!"contre lui suivant les distinctions faites #l’article 265.$Lorsque la
	
de corps est 	(L. 2004439 du 26 mai 2004) %par
consentement mutuel&, les peuvent inclure dans leur convention une
renonciation aux droits successoraux qui leur sont'	par les articles (L.
20011135 du 3 (!. 2001) %756 )7573 et 764 )766&.
128(163) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
本条は, 別居した夫婦の一方が死亡した場合の他方の権利について規定する｡
別居した夫婦の一方が死亡したときには, 他方は法律が生存配偶者に付与する
相続上の権利を主張することができる｡ 2004年法による改正までは, 生存配偶
者は次の場合にはその権利を奪われるとされていた｡ すなわち, 別居がその者
の一方的過誤に基づいて言い渡された場合, またはその者によって最初に申し
立てられた共同生活の破綻に基づく別居が言い渡された場合｡ しかし, 過誤の
帰属と離婚の財産的効果との関連の切断を標榜する2004年法は, このような制
限を廃止した｡ なお, 相互の同意による別居の場合は, 夫婦は756条から757条
の３および764条から766条によって付与される相続上の権利の放棄 (renoncia-
tion aux droits successoraux) を約定に含めることができる｡
本条は, 別居の夫婦財産制に及ぼす影響, 別居の財産に関する効力の発生時
について規定する｡ 別居は, 当然に財産の分離 (	de biens) をもた
らす｡ 夫婦財産共通制 (
	) のもとに婚姻した夫婦は,
別居によって別産制に当然に置き換えられるのである｡ 夫婦の財産共通制は別
居による共同生活の消滅と適合しなくなるところから, このような解決が正当
化される｡
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第302条 ①別居は, 常に財産の分離をもたらす｡
②財産に関しては, 別居がその効力を生じる日は, 第262条から262条の２
の規定に従って定められる｡
Art. 302 La 	de corps 		toujours 	de biens.
En ce qui concerne les biens, la datelaquelle la	de corps produit
ses effets est 			aux dispositions des articles 262 
2622.
第303条 ①別居は, 救護義務を存続させる｡ 別居を言い渡す判決又はそ
の後の判決は, 必要にある夫婦 (の一方) に支払われるべき扶養定期金を
定める｡
法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 129(162)
本条は, 別居が言い渡されても, 救護義務 (devoir de secours) が存続する
ことを規定する｡ 別居を言い渡す判決 (またはその後の判決) が, 扶養定期金
(の額) を定める｡ この定期金 (の額) は, 過誤を考慮しないで決められるが,
債権者たる夫婦の一方が債務者たる他方に対する自己の義務を著しく欠いたと
きは, 裁判官は, 別居の事由の如何を問わず, 債務者に対して扶養料の債務の
全部または一部を免除することができる (⇒207条２項)｡
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②この定期金は, 過誤を考慮せずに分与される｡ ただし, 債務者である夫
婦 (の一方) は, 必要がある場合には, 第207条第２項の規定を援用する
ことができる｡
③ (2004年５月26日の法律第439号)《この定期金は, 扶養義務の規則に従
う｡》
④《ただし, 債務者である夫婦 (の一方) の財産の構成がそれに適すると
きには, 扶養定期金は, 第274条から第275条の１, 第277条及び第281条の
規則に従って, その全部又は一部について, 元本の設定に取り替えられる｡
この元本が債権者の必要を十分にカバーできなくなった場合は, 債権者は,
扶養定期金の形式での補充を請求することができる｡》
Art. 303 La 	de corps laisse subsister le devoir de secours; le
jugement qui la prononce ou un jugement 
fixe la pension alimen-
taire qui est due dans le besoin.
Cette pension est 
sans 		des torts. 
ur
peut 			invoquer, s’il y a lieu, les dispositions de l’article 207, 	
2.
(L, 2004439 du 26 mai 2004) Cette pension est soumise aux 

des obligations alimentaires.
Toutefois, lorsque la consistance des biens de
s’y
, la
pension alimentaire est 

, en tout ou partie, par la constitution d’un
capital, selon les 
des articles 274 2751, 277 et 281. Si ce capital
devient insuffisant pour couvrir les besoins du 	
celui-ci peut de-
mander un 
	sous forme de pension alimentaire.
130(161) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
別居は, 離婚と異なり, 婚姻関係を終了させない (⇒299条)｡ しかし, 別居
によって夫婦間の共同生活が消滅するため, 離婚と同じような結果ももたらさ
れる｡ そこで, 本条は, この款の規定を留保しながらも, 離婚の諸結果に関す
る規定を準用することを規定する｡
第３款 別居の終了 (De la fin de la n de corps)
別居は, 夫婦の一方の死亡によって終了する (この場合については⇒301条
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第304条 別居の諸結果は, この款の規定を留保して, 先の第３節に挙示
される離婚の諸結果と同一の規則に服する｡
Art. 304 Sous 	
	des dispositions de la 		section, les 
		de la de corps 	aux 		que les 
		du divorce 	au chapitre III ci-dessus.
第305条 ①共同生活の任意の回復は, 別居を終了させる｡
②共同生活の任意の回復は, 第三者に対抗しうるためには, あるいは公証
証書によって認定され, あるいは身分吏に対する申述の目的とされなけれ
ばならない｡ (1985年12月23日の法律第1372号)《夫婦の出生証書の余白,
並びに夫婦の》婚姻証書の余白に, その記載を行う｡
③財産の分離は, 夫婦が第1397条の規則に従って新しい夫婦財産制を採
用する場合を除いて, 存続する｡
Art. 305 La reprise volontaire de la vie commune met finlade
corps.
Pour 	opposable aux tiers celle-ci doit, soit 		par acte
, soit faire l’objet d’une l’officier civil. Mention en
est faite en marge de l’acte de mariage (L. 851372 du 23 . 1985) des
ainsi qu’en marge de leurs actes de naissance .
La de biens subsiste sauf si les adoptent un nouveau
	matrimonial suivant les 	de l’article 1397.
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参照) ほか, 和睦 (	) または離婚への転換 (conversion en divorce)
(⇒306条以下) によっても終了する｡ 本条は, この和睦について規定する｡ 和
睦が成立するには, ｢共同生活の任意の回復｣ (reprise volontaire) が必要であ
る｡ これには, ｢物的要素｣, すなわち共同生活の回復, および ｢意思的要素｣,
すなわち新たに共同で生活しようとする意思の二つの要素が必要である｡
夫婦間では別居の終了には特別な形式は必要ないが, それを第三者に対抗す
るためには, 本条２項に規定されるように, 一定の形式での公示が求められる｡
和睦によって別居の効果は消滅し, 婚姻の効果が復活するが, 財産分離は夫
婦が第1397条の規則に従って新しい夫婦財産制を採用する場合を除いて存続す
る｡
別居は, 離婚への転換 (conversion en divorce) によって終了する｡ 離婚へ
の転換は, 夫婦の一方の請求に基づく場合と夫婦共同の請求に基づく場合があ
り, 本条はその前者について規定する (後者については⇒307条)｡ この場合は,
別居判決が確定してから２年の期間の経過のみが要件であり, この要件が満た
されれば裁判官は転換を義務づけられる｡ この期間は３年であったが, 2004年
法により, ｢夫婦関係の決定的変質による離婚｣ について２年前からの別居が
要件となったことに伴い, ２年に短縮された｡
注
釈
・
フ
ラ
ン
ス
家
族
法
(
９)
第306条 別居判決は, 別居が (2004年５月26日の法律第439号)《２年》
継続したときは, 夫婦の一方の請求に基づいて, 法律上当然に離婚判決に
転換される｡
Art. 306 A la demande de l’un des 
, le jugement de 
	de
corps est converti de plein droit en jugement de divorce quand la
	de
corps a (L. 2004439 du 26 mai 2004) deux ans.
第307条 ①別居は, そのすべての場合において, (2004年５月26日の法
律第439号)《相互の同意によって》離婚に転換されうる｡
② (2004年５月26日の法律第439号)《相互の同意によって》別居が言い渡
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前条が夫婦の一方の請求に基づく離婚への転換を規定するのに対し, 本条は
夫婦共同の請求に基づく離婚への転換について規定する｡ 2004年法は, ｢相互
の同意による離婚｣ を望ましい離婚形態と位置づけるが, 離婚への転換につい
ても, 夫婦の意思を尊重して相互の同意による転換を認める｡ 本条１項により,
別居以来２年が経過していない場合でも, 離婚の転換が可能となる｡
本条２項は, 相互の同意による別居の場合には, 新しい共同の請求によって
でなければ離婚に転換されえないことを規定する｡ したがって, 相互の同意に
よる別居の場合には, 別居から２年が経過しても (⇒306条), 夫婦の一方は他
方の同意がなければ離婚への転換を請求できない｡
本条は, 別居が離婚へ転換された場合に別居事由が離婚事由になること (１
項), 裁判官が離婚の諸結果, とくに補償給付 (prestation compensatoire) に
研
究
ノ
ー
ト
されたときには, 別居は新しい共同の請求によってでなければ離婚に転換
されえない｡
Art. 307 Dans tous les cas de 	de corps, celle-ci peut 

convertie en divorce (L. n2004439 du 26 mai 2004) par consentement
.
Quand la 	de corps a 		(L. n2004-439 du 26 mai
2004)par consentement mutuel, elle ne peut
convertie en divorce que
par une nouvelle demande conjointe.
第308条 ①別居事由は, 転換の事実によって, 離婚事由となる｡ 過誤の
分配は, 変更されない｡
②裁判官は, 離婚の諸結果を定める｡ 夫婦間の給付及び (扶養) 定期金は,
離婚に固有の規則に従って定められる｡
Art. 308 Du fait de la conversion, la cause de la	de corps devient
la cause du divorce; l’attribution des torts n’est pas .
Le juge fixe les		du divorce. Les prestations et pensions entre
sont 	selon les propres au divorce.
法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 133(158)
ついて定めること (２項) などを規定する｡
離婚への転換によって離婚が言い渡される結果, 婚姻関係が消滅し, 夫婦は
それぞれ再婚が可能になることもちろんである｡
第５節 離婚及び別居に関する法律の抵触 (Du conflit des lois relatives au
divorce et la 	
de corps)
本条は, 離婚・別居に関する準拠法について規定する｡
注
釈
・
フ
ラ
ン
ス
家
族
法
(
９)
第309条 離婚及び別居は, (以下の場合には) フランスの法律によって
規律される｡
―夫婦の双方がフランス国籍であるとき｡
―夫婦の双方がフランスの領土にその住所を有するとき｡
―フランスの裁判所が離婚又は別居について審理する管轄権限を有するの
に対して, いかなる外国の法律も自らの管轄権限を認めていないとき｡
Art. 309 Le divorce et la 	
de corps sont par la loi 
:
－ lorsque l’un et l’autre 	sont de 
	

;
－ lorsque les 	ont, l’un et l’autre, leur domicile sur le territoire
;
－ lorsque aucune loi 
ne se 	

	
, alors que les
tribunaux 
sont 	
pour 	

du divorce ou de la 
	
de corps.
フランス離婚法に関する邦文献 (戦後のものに限定)
山本桂一 ｢フランスの離婚法｣ 比較２号 (1951年), 加藤一芳 ｢フランス離婚法上の仮の
処分について｣ 司法研究報告書７輯２号 (1954年), 内山慶之進 ｢離婚による扶養料取得
の条件―フランスの判例を中心として―｣ 新報62巻５号 (1955年), 同 ｢フランス法にお
ける離婚扶養と損害賠償―判例を中心として―｣ 青法１巻１, ２号 (1959年), 同 ｢フラ
ンス法における離婚扶養の保障―判例を中心として―｣ 綜合法学20号 (1960年), 久貴忠
彦 ｢フランス離婚法における扶養料と損害賠償｣ 阪法51号 (1964年), 雨宮正彦・藤田満
知子 ｢フランス離婚法上の仮の処分｣ ケ研86号 (1964年), 塙陽子 ｢フランス｣ 青山道夫
ほか編 『講座家族４ 婚姻の解消』 (弘文堂, 1974年), 尾中普子 ｢フランスの離婚法 (一)
(二)｣ ケ研146号, 149号 (1975年), 同 ｢離婚制度について―フランスの離婚法を中心と
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して―｣ 大東３号 (1976年), 稲本洋之助・吉田克己・フランス民法典研究会 ｢フランス
の新離婚法―1975年７月11日の法律第617号および第618号｣ 法時48巻３号 (1976年), 勝
本正晃 ｢ナポレオンと離婚法｣ 手形研究254号 (1977年), 仁平先麿 ｢フランス民法におけ
る離婚原因｣阪学２巻１＝２号 (1977年), 西賢 ｢フランス民法第310条について｣ 神戸29
巻２号 (1979年), 野村豊弘 ｢フランスにおける最近の民法典改正｣ 日仏10号 (1979年),
同 ｢欧米諸国における破綻主義立法の新展開について―フランス法を中心にして｣ 中川善
之助先生追悼 『現代家族法大系２』 (有斐閣, 1980年), 小幡由子・久貴忠彦 ｢フランスに
おける破綻主義離婚法の成立 (上) (下)｣ 判タ410号, 412号 (1980年), 犬伏由子 ｢フラ
ンスにおける離婚給付について｣ 山形大学紀要＜社会科学＞13巻２号 (1983年), 同 ｢フ
ランス離婚法における苛酷条項｣ 家族＜社会と法＞９号 (1993年), 水野紀子 ｢離婚給付
の系譜的考察 (一) (二・完)｣ 法協100巻９号, 12号 (1983年), 同 ｢フランスにおける離
婚事件処理手続｣ 家族<社会と法>21号 (2005年), 石川良雄 ｢フランス判例における離
婚原因の諸問題｣ 判タ558号 (1985年), ジャン・カルボニエ (北村一郎訳) ｢フランス離
婚法改革を通して見た法と社会との関係｣ 日仏15号 (1987年), 小野義美 ｢今日のフラン
スの離婚―統計的分析｣ 宮崎大学教育学部紀要＜社会科学＞61号 (1987年), 同 ｢フラン
スの離婚｣ 有地亨・老川寛編 『離婚の比較社会史』 (三省堂, 1992年), 同 ｢フランスにお
ける離婚合意援助システム―家事調停 familiale 導入の動向｣ 熊法72号 (1992年),
原田純孝 ｢フランスの離婚｣ 利谷信義ほか編 『離婚の法社会学：欧米と日本』 (東大出版
会, 1988年), 板倉集一 ｢フランスにおける離婚給付の現状｣ ジュリ920号 (1988年), フ
ローランス・ルヴェ (岡田信弘訳) ｢フランス法における離婚事由｣ 明学46号 (1990年),
山本和彦 ｢フランスの離婚訴訟｣ ケ研266号 (2000年), 水野貴浩 ｢フランス離婚給付法の
再出発 (一) (二・完) ―2000年６月30日法による軌道修正―｣民商129巻１号,２号 (2003
年), 同 ｢フランス新離婚法 (離婚に関する2004年５月26日の法律第439号) ―改正法と新
条文―｣ 同法301号 (2004年), 林瑞枝 ｢フランスの家族法改正と離婚法 (上) (下)｣ 時法
1736号, 1737号 (2005年), 大杉麻美 『フランスの離婚制度―破綻主義離婚法の研究―』
(成文堂, 2008年) など｡
法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 135(156)
